












































年　度 18 19 20 21 22 23 24 25 計
虚偽記載の勧告件数 ３ ８ 11 ９ 18 ９ ９ ２ 69
発行開示書類等 １ ０ ０ １ ３ １ ０ ０ ６
うち個人 ０ ０ ０ １ ３ １ ０ ０ ５
継続開示書類 １ ５ ６ ６ ７ ２ ６ １ 34
両方の虚偽記載 １ ３ ５ ２ ８ ６ ３ １ 29
不提出の勧告件数 ─ ─ ０ ０ １ ２ ０ ０ ３
発行開示書類 ─ ─ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ２
継続開示書類 ─ ─ ０ ０ １ ０ ０ ０ １
















































































































































































































International Accounting Standards Board：以下「IASB」する）が公表して
いる国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards：以下，
─────────────────
⑽　尾崎・前掲注⑺44頁
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































04月 07月 10月 2008年 04月 07月 10月
300
200
100
0
413財務情報の不実開示と法的責任（1）
627
た会計処理規制のエンフォースメントのあり方について検討していきたい。
 （未完）
　厚東偉介先生には，筆者の本学への赴任以来，今日の企業社会における適切
な法制度の整備と運用の重要性，そして，今後の法律分野における研究の進展
の重要性を説いて頂き，日々励まして頂いてきた。個人的にはいまだ厚東先生
のご期待には添えない状況が続いているうえ，本稿も未完の形で出させて頂く
こととなったが，これまで厚東先生から賜ったご厚情に対するお礼の一部にで
もなれば幸いである。
※ 本稿は，平成25年度科学研究費補助金（基盤研究（C）課題番号：25380121）
による研究成果の一部である。
